
さいたま市立三橋保育園 重要事項説明書 
１ 施設運営者 

 
名 称 さいたま市 
所 在 地 さいたま市浦和区常盤 6 丁目４番４号 
電 話 番 号 ０４８­８２９­１８６７ 
代 表 者 氏 名 さいたま市長  清水 勇人 

 
２ 施設の目的及び保育方針 

 

施 設 の 目 的 
子どもたちが健康で、意欲的な活動を通し、よりすこやか
に成長することを願いその福祉を増進することを目的と
しています。 

保 育 方 針 

・一人ひとりの子供を大切にした保育を実践し、人とのか
かわりの中で、社会性や人に対する愛情、信頼感を育てま
す。 
・自分で考え行動できる思考力や創造性など豊かな感性
を育てます。 
・毎日の生活の中で、遊び、排泄、睡眠などの様々な活動
がバランスよくできるような健康な身体をつくります。 

 
３ 提供する保育の内容 

 
名 称 さいたま市立三橋保育園 
所 在 地 さいたま市大宮区三橋 2 丁目 929 番地 
電 話 番 号 048-643-3145 
認 可 年 月 日 昭和 42 年 4 月 1 日 
園 長 氏 名 遠藤 晶子 
職 員 数 （ 正 職 員 ） 15 人 
取扱う保育事業の種類 月極保育、一時保育 

 
４ 職員の職種、員数及び職務の内容 

 
職 種 員 数 職 務 の 内 容 
園 長 １人 園運営の総括者 
副 園 長 1 人 園長の補佐 
保 育 士 13 人 保育業務 
業 務 0 人 調理員、用務員 

 
５ 保育の提供を行う日及び時間・提供を行わない日 
 

開所日 月曜日から土曜日まで 

開所時間 
月曜日～金曜日 午前７時 30 分から午後７時 30 分まで 

土曜日 午前７時 30 分から午後２時 30 分まで 

利用時間 月曜日～金曜日 午前７時 30 分から午後６時 30 分まで 

（標準時間） 土曜日 午前７時 30 分から午後２時 30 分まで 

 時間外保育（月～金曜日） 午後６時 30 分から午後７時 30 分 

利用時間 月曜日～金曜日 午前８時 30 分から午後４時 30 分まで 

（短時間） 土曜日 午前８時 30 分から午後２時 30 分まで 

 
時間外保育（月～金曜日） 

時間外保育（土曜日） 

午前７時 30 分から午前８時 30 分, 午後４時 30 分から午後７時 30 分 

午前７時 30 分から午前８時 30 分 

休所日 日曜日・祝祭日及び１２月２９日から１月３日まで 



月曜日～金曜日午後６時３０分以降の時間外保育利用は、満１歳以上の児童が対象 
    

６ 利用者負担その他の費用の種類、支払を求める理由及び金額 
 
種 類 理 由 ・ 金 額 
利 用 者 負
担 額 

３歳未満児 世帯の市民税所得割額により決定します 
３歳以上児 ０円 

時間外保育利用者負担額 利用時間、区分により異なります 
幼 児 給 食 費 月額５,５00 円（※主食費 1,000 円、副食費 4,500 円） 

 
７ 小学校就学前子どもの利用定員 

 
  100 人 
 
８ 施設の利用の開始及び終了に関する事項・利用に当たっての留意事項 

    
   保育園のしおりのとおり  
 

９ 緊急時等における対応方法 
 
（１）保育実施中に、容態の変化等があった場合は、あらかじめ保護者が指定し

た緊急連絡先へ連絡をし、嘱託医又は主治医へ連絡をとるなど必要な措
置を講じます。 

 
（２）保護者と連絡が取れない場合には、乳幼児の身体の安全を最優先させ、当

保育所が責任を持って、しかるべき対処を行いますので、あらかじめ御了
承ください。 

 
１０ 非常災害対策 
 
消 防 計 画 作 成 
（ 変 更 ） 届 出 書 

届出 令和 4 年 2 月 10 日 
防火管理者  氏名 遠藤 晶子 

避 難 訓 練 
火災及び地震を想定した避難訓練（月１回）を実施し
ます。 

防 災 設 備 自動火災報知機・ガス漏れ報知機・消火器・その他 

避 難 場 所 
第１避難場所・・・三橋小学校 
第２避難場所・・・大平公園 

 
「さいたま市内保育施設の災害時における臨時休園等のガイドライン」に基

づき対応します。 
 
また、感染症等の影響により、保育士体制が確保できない場合等には、臨時休

園等を行います。 
 
１１ 福祉サービス苦情調整制度 
 

苦情受付担当者 濱崎 智子 副園長 

苦情解決責任者 遠藤 晶子 園長 

福祉サービス 

苦情調整委員 

吉川 洋一 元市福祉部職員 

島田 壽子 元民生委員・児童委員 

 
要望・苦情等を受け付けた場合には、適切に対応し、改善を図るよう努めます。 

  



 

１２ 虐待の防止のための措置に関する事項 
 
（１）設置者及び職員は当該児童の心身に有害な影響を与える行為は一切行い

ません。 
 
（２）児童虐待の防止等に関する法律第５条及び第 6 条に基づき、児童虐待の

早期発見等に努め、児童虐待を受けたと思われる児童を発見した場合は、
速やかに関係機関に通告します。 

 
（３）児童虐待の防止、早期発見のための知識と技術を習得するために、研修等

に職員を派遣、受講させています。 
 
１３ その他保育施設の運営に関する重要事項 
    
   保育園のしおりのとおり 


